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ネットワーク社会に必要な日本
および世界の情報通信基盤の状況
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1．はじめに

　21世紀を目前にして、時代はネットワーク社会に移行している。ネットワーク社会になる

ことによる最大の受益者は、世界の国々の国民である。社会がネットワーク化することで、

仕事、生活、娯楽など人々の営みが効率化する。労働時問、通勤時問は減り、生活のための

買物、役所での手続きなどに使われる時間も少なくなる。仕事や生活の効率化で生み出した

時間を趣味や娯楽に振り向けることができる。特に、ネットワーク経由の娯楽の選択肢は、

大幅に増加する。企業側から見ても、仕事や生活の効率化は歓迎するし、効率化できないと

企業は利益を出せず倒産しやすい。

　第2章では、プロプライエタリなコンピュータネットワークから発展し、オープンなインタ

ーネットに到達した経緯を述べる。第3章では、インターネットユーザが使用するハードウエ

ア、ソフトウエア、ISPについて述べる。第4章では、人々の生活を快適な方向へと導くネッ

トワーク社会とはどのようなものか、実状を調査し報告する。第5章では、インターネットの

通信基盤の現状を報告する。日本は先進7ヶ国の中でネットワーク社会への移行が最も遅れて

いる。それは何故なのか、考察しながら報告する。第6章で、官僚主導の行政が、NTTを分割

しかつ再編することを怠った結果、ネットワーク杜会への移行の障害になっていることを指

摘する。

2．コンピュータネットワークのはじまり

2．1ネットワーク利用のはじまりはメーカー独自のプロトコルから

　コンピュータネットワーク利用のはじまりは1960年頃と古い。ネットワーク利用のはじま
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りは、大型コンピュータ利用のはじまりとほぼ丁琢する。科学技術計算のTSS利用、国鉄時

代からのみどりの窓口、銀行のオンラインシメテム、航空会社の予約シメテムなどが早くか

らコンピュータをネットワーク経由で使用していた。

　1974年に、IBMはIBMのコンピュータ同志および端末を接続して情報のやりとりを可能に

するSNA（Systems　Network　Architecture）というプロトコルを発売した。三菱、住友などの大

手銀行は本店や支店に設置したIBMの大型コンピュータや端末を接続して銀行の業務を効率

化した。顧客も窓口で待たされる時間が短くなった。同様に、第一勧業銀行は富士通のFNA

（Fujitsu　Network　Architecture）というプロトコルを使ったオンラインシステムを導入した。こ

のように各銀行がばらばらなプロトコルを採用してオンラインシステムを構築した結果、銀・

行同志の決済は別のシステムに再入力した。

　これを解決したのが全銀手順（プロトコル）を使った全銀システムであるが、これまで使

用してきたSNA二FNA，DINAなどのプロトコルをこれに変換することで、データのやりとり

を可能にした。それは面倒であるが、別のシステムに入力しなおすより効率はよくなった。

このようにコンピーユータメーカー毎にネットワークのプロトコルが異なるコンピュータをオ

ープンの反対語でプロプライエタリという。

　このようにコンピュータを利用すると効率化するが、銀行のオンラインシステムや全銀シ

ステムなどのように国内はもとより、世界中の企業や銀行と決済業務を行うためには、銀行

内の本支店の情報のやりとりができるシステムで、取引先企業や国内の他の銀行、他の国の

銀行とも電子的に決済する方が速くて誤りが少なく、コストが低く、効率的であることがわ

かってきた。

　初期のコンピュータネットワークシステムのもう一つの特徴は、巨大なコンピュータメー

カーがコンピュータ本体、ネットワーク、端末などすべてのハードウエア、基本ソフト、ア

プリケーションソフトなど情報システムすべてをユーザに供給していた。これが企業間、国

際問の情報のやりとりを不可能にしていた。というより初めはそこまでコンピュータネット

ワークで情報のやりとりが発展するとは考えていなかったというべきであろう。

2．2オープンネットワークは2つめアプローチがあった

　コンピュータに蓄積されている膨大な情報を、他のコンピュータに転送して利用できると

大変効率的であることは多くのユーザーが経験しているところである。1977年、ISo
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（Intemationa10ranizad㎝for　Standard）は、世界中のコンピュータメーカーの独自のプロトコ

ルを相互変換を可能にする0SI（0p㎝Systems　Interc㎝nection）というアーキテクチャモデル

を作成し世界中のユーザーに使用するよう呼びかけ、1983年に国際規格となった。これが一

つ目のオープンネットワークである。

　日本のネットワークを司る行政府である郵政省と通産省は、IS0が推奨するアーキテクチャ

モデルであるという理由で日本のユーザーに0SIの使用辛普及するINTAP（Interoperabirity

Techno1ogyAssociati㎝forInformati㎝Processi㎎，Japan）という協会を作った。これは社会基盤一

の整備は民間主導で行うという世の中の動きに逆行する動きで、無意味を通り越して税金の

無駄使いである。

　もう一つのオープンネットワークの答は、1982年にmixの通信プロトコルになったTCP八P

である。TCP／IPはインターネソトに使われているプロトコルで、1969年にDARPA（Defence

AdvancedResearchProjectAg㎝cy）が開発を始めて、1975年に国際的に使用できる形ができた

プロトコルである。企業内、企業間、国内、国際問でコンピュータと情報のやりとりをして一

仕事を効率化するためには、共通の基本ソフトとプロトコルを使えばよいことに気付き、

㎜iXを選択した人々が今日先導的役割を果たしている。

　TCP灯Pに付いては、数百冊の解説書があるのでここではふれない［1］。

2．3オーランネットワークの条件

　2．1で述べたように、世界中の人々はコンピュータをネットワークで接続して20年あまりの

使用経験から、理想のコンピュータネットワークの条件は次の4つである。

1）世界中の特定の人と情報のやりとりができる

2）不特定多数の人や組織に24時間受発信できる

3）文字、音、図、絵、動画などのメデイアを双方向にやりとりできる

4）廉価である（米国で月額2000円）

インターネットはこの4つの条件をすべて備えており、かつ、マルチメデイアの通信基盤と

なりうることが実証されているので、世界中のユーザーに受け入れられ、現在4億人の人が利

用している。
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3．インターネットユーザが使用するハードウエア、ソフトウエア

　および1SP（lntemet　Service　Provider）

　ハードウエア、ソフトウエア、接続サービスの3つの業界について3章で紹介する。

3．1ハードウエアを提供する業界

3．1．1パソコン

　2．1で述べたメーカー独自のプロトコルを使用していた時代は、そのメーカー製のハード、

ソフトの使用を余儀なくされたが、オープンなインターネットの時代は、ハード、ソフトを

ユーザ各自が自分の好みで選択できる。パソコンはIBM　PC／AT互換機（DOS〃機）とMacに

集約された。

　ハードウエアは、上に述べた2仕様の機種をおよそ20のメーカーが供給しているが、いずれ

もプロトコルにTCP！IPを使うことでネットーワークに接続して使うことができる。

3．1．2ワークステーション

　ワークステーションとは、基本ソフトをmix、標準でイーサネットボードを装備し、XGA

（1024×768ドット）以上のデイスプレイをもち、サーバ機能をも、つというパソコンよりワン

ランク上のをコンピュータである。

　メーカはシェアの大きい順に、SUN，HP，SGI，IBM，DECなどがあり、現在もサーバ機

として多用されている。しかし、バソコンのコストパフォーマンスがワークステーションを

上まわり、サーバ用パソコンも商品化された現在、ワークステーションの販売量は増加して

いるが徐々にシェアを下げている。

3．1．3情報家電、ネットワークコンピュータ、500ドルパソコン

　インターネットが普及するに・つれパソコンのユーザインターフェースでは使いにくい、無

駄な機能がついていると感じるユーザがいることが分ってきた。そこでパソコンの機能を思

い切り削除してある機能に特化した惰報家電といわれるコンピュータが商品化されようとし

ている。それは携帯端末、ネット閲覧専用機、インターネットテレビ、テレビゲーム機、

STB（Set　Top　Box）などいろいろな機能に特化した商品が考えられている。普及するか否か

の正しい答はユーザが出すという市場競争原理が働くことが望ましい。

　普及率68％の米国CATV市場の6割を手中にしたAT＆Tは1999年5月、マイクロソフトと提携
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し、CATVとテレビを利用してインターネットに接続するコンピュータであるSTBの基本ソフ

トをWindowsCEにすることで合意したので、米国では今のところSTB優勢の感がある。

　パソコンの時代は日本は後追いビジネスを余儀なくされたが、情報家電は日本の得意と

するところとビデオレコーダで世界市場を席巻できたように各社着々と準備をしていたが、

ネットワーク社会の基盤を考えずに準備している感じがする。日本ではCATVの普及率が

17％なので、STBが普及するとは思えない。ノー一トブック型は持ち歩きにくいので、例えば、

シャープのメビウスをさらに小型化したようなコンピュータが普及するのではないかと思

われる［2〕。

3．2ソフトウエア

3．2．1基本ソフト

　インターネット上で使用される基本ソフトは、Windows，MacOS，Unix，Limx，MSPなど

何でもよく、ネットワークプロ。トコルとしてTCP灯Pもインストールされていればいい。

　アプリケーションソフトやサービスについては、4章で述べる。

3，212アプリケーションソフト

　インターネットのアプリケーションソフトは、AOL社に買収されたネットスケープ社の

Netscap6かマイクロソフトのIntemet　Exp1orerが必要である。これによって、HTML（Hyper

TextMarkupLa㎎uage）のタグがついた世界中の情報を見ることができる。

　Netscapeしか使用しないユーザにとっては、3．1．3で述べた低価格のコンピュータで十分な

のである。

　しかし、インターネットの世界はHTMLのタグがついていない情報も多量にあり、ftp，

te1netなどのアプリケーションを利用するユLザも多数存在する。また、ネットに接続しない

ときに、ワードプロセッサ、表計算、プレゼンテーションッール、お絵描きソフト、簡易デ

ータベースなどのアプリケーションソフトを利用できる。

　このように、コンピュータのハードもソフトもネットワークも世界的に同じ規格で作られ

ているので、ユーザは広い選択肢から自分が必要とするものを購入できるし、中にはただの

ソフトだけを利用して仕事をしている人もいるのである。
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3．3インターネットサービスプロバイダ（lSP＝1nternetServiceProvider）

　繰り返すが、プロプライエタリの時代は1つ企業がハードウエア、ソフトウエア、ネットワ

』クシステムなど情報システムのすべてを供給した。インターネットの時代は、ハードウエ

ァ、ソフトゥェァは別の企業から供給されるのが当り前で、ネットワークは近いISPに接続す

るのがあたりまえになる。接続の仕方も電話線、CATV、無線電話（携帯、PHSなど）などの

回線でいいのである。ISPに接続料を払い、使用した回線の使用料を回線を運営している会社

に払う。

　日本で、1998年9月現在ISPが3000社ある。新潟県にも30社を超すISPがあり、ユーザはどこ

と接続しても同じサービスが受けられる。ただし、回線の使用料は近い方が安いので自ずか

ら接続するべきISPの選択肢は絞られる。

4．インターネットはどのように人々の営みを快適にするか

　ネットワークを利用し始めた頃は、コンピュータ、ネットワーク、端末機などすべてのハ

ードウエア、基本ソフト、アプリケーションソフトなどを統合したシステム全体を巨大なコ

ンピュータメーカー1社でユーザーに供給していたと2，1で述べた。・

　オープンなイ、ンターネットの世界では、サ∵ビスを提供するソフトウエア、ハードウエア、

接続サービス、通信基盤という4つの業界が生まれ、それぞれあ業界で世界中のベンチャビジ

ネスがサービスを競い合いユーザーは満足し、増加し続けている。4章では、仕事、．生活、娯

楽に対するサービスの状況を紹介する。

　通信基盤の業界については、5章で紹介する。

4．1ネットワークを利用した仕事環境

4．1．1サーバー一クライアント環境

　組織内のすべてのコンピュータが、TCP〃Pプロトコルを使用したネットワークを中心に接

続されたLAN（Local　Area　Network）環境ですべての仕事ができるようになった。ネットワー

ク管理、メール、ニュース、データベースなどのサーバーが常時稼動し、一般ユーザは随時

サーバーに1oginしてネットワーク経由で仕事ができる。

　組織内ではすべての従業員がコンピュータを使って仕事をすることになるが、情報技術
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に関していろいろなレベルのユーザが情報を共有するために、便利なユーザインタフェース

が開発され使用されている。1995年頃までは、グループウエアと総称されるユーザインタフ

ェースを統一した製品群がいくつか発売されていたが、1996年からNetscapeをユーザインタ

フェースとするイントラネットが企業の標準的なコンピュータ環境になっている。

　みどりの窓口、銀行のオンラインシステムなどのメーカー独白のプロトコルで構築された

システムはそのまま使うことができるし、ゲートウエイを介してLANに接続し古くから使っ

ている情報を再利用することもできる。

　本学のようにキャンパス、事務局などが1ヶ所しかない組織のコンピュータネットワークを

LANというが、新潟大学のように五十嵐キャンパス、医学部のキャンパスなど華く離れた複

数のLANを相互接続するネットワークをWAN（Wide　Area　Network）という。LANもWANも1

ヶ所を窓口としてインターネットに接続する。全国に工場や支社、支店をもつ大会社もどこ

か1ヶ所が窓口になり、そこからインターネットに接続する。

　組織のLANやWANをISP（Intemet　Service　Provider）が世界的に相互接続したネットワーク

がインターネットである。個人ユーザは個々にISPに電話線などを経由して接続する。このよ

うに、大きい組織から個人的な小さい組織にいたるまで、ネットワーク社会ではほぼ同じ環

境が提供されている。

4．1二2Ebl（目ectronic　Data　lnterchange）

　商取引きをする企業間で、見積り書や受発注の伝票のやりとりが、多数、頻繁に行われる。

これを紙の書類や紙の伝票を作成し、郵便でやりとりするのは人手がかかる。米国の例であ

るが、毎年90兆枚の紙を消費して紙の伝票を人手で処理するとコストは1取引きあたり50セン

トかかると試算されている。これをネットワーク経由で処理すると4セントと10分の1以下に

なるといわれる［3］。系列会社など取引き量が多い会社同志が同じメーカーのpンピュータを

導入して、メーカー独自のプロトコルでEDIは行われ、それなりに効率化していた。

　しかし、部品や材料を供給してくれるところ、商品を売りさばいてくれる卸、伝票を決済

してくれる銀行などいろいろな取引き先がある。企業毎、業界毎に異なったプロトコルを使

っていた時代には、プロトコルの種類の数と同じ種類の端末を準備していた。］人の人間が

何種類もの端末を使って仕事をするのは非常に煩わしい上に、費用がかかるため台数を増や

せないので、忙しいときには各端末に行列ができ人間が待たねばならない。
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　インターネットを使ってEDIを行うと、一人が一台持っているパソコンで世界中のあらゆ

る業界の企業あるいは個人と電子取引きすると効率化することに気がつき、EC（E1ectronic

Commerce）という呼称で世界中のあちこちで試運用が行われ、来るべき電子取引きの時代に

備えている。

　ECに関する書籍も多数出版されている［4］。

4．1．3CALS（Commerce　At　Light　Speed）［5］

　CALSは（C㎝tinuous　Aquisiti㎝＆Life－cyc1e　Support）といわれ、レーガン大統領の時代の

1985年、戦略防衛構想（SDI）を低コストで実現すために考えだされたシステムである。軍艦、・

軍用機は高度な技術を実現する必要があるので、設計段階で軍と製造する側で綿密な協議を

頻繁に行う。協議のたびに膨大な図面を持ち歩いたのでは、人手と時問がかかりすぎる。こ

れをネットワーク経由で図面を見ながら情報の交換を頻繁に行い、時々顔を合わせて協議す

る。

　製造段階に入ってからも、製造側と設計側あるいは軍の人々と相談しなければならない場

面が数多くあるが、これをその度毎に工場へ行って協議するのではやはり人手と時問がかか

る。これをネットワーク経由で行えるよう工場のシステムも統一したプロトコルでネットワ

ーク化する。

　製造と同時に各種図面、使用マニュアル、保守マニュアル、修理マニュアルなどのドキュ

メントを作成する必要がある。軍艦、軍用機なマニュアル類は膨大で、紙に印刷したマニュ

アルを手でめくって目でさがすのでは、戦争中の緊急事態には間に合わない。ドキュメント

類をタグ付きのSGML（StructureGenerizedMarkupLanguage）で作成する。

　このようにSDI構想で軍需調達コストを圧縮するために、軍および軍需メーカーのCADAM

（Computer　Aided　Design＆Mamfacturi㎎）・ドキュメント管理、資材調達などのシステムをネ

ットワークして、仕事をするのがCALSである。CALSのプロトコルは当初からインターネッ

トのプロトコルであるTCP／IPが使われている。

　1989年、ソ違崩壊後SDI構想は不要になったが、米国政府は軍事予算を引き続き圧縮するた

めに、CALSの利用を推進している。さらにCALS使用に、銀行はじめあらゆる企業が参加の

意向を示し、仕事の効率化のために利用を推進している。

　さらにこの動きは世界中に広がり、1995年4月CALSインターナショナルが設立され、世界
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中の企業がCALSを利用できるよう準備が進められている。

　日本では1998年11月、樋口広太郎座長の緊急経済対策委員会はインターネット普及のため

の予算をつけた。この予算を従来行ってきたようなばらまいて使うのでなく、建設省、防衛

庁など早くCALSで受発注するよう準備するのに使うのが肝要である。それが日本のネットワ

ーク社会化を推進する。

4．1．4SOHO（Small　Office　Home　Office）［6］

　4．1．1で述べたように、会社でネットワーク経由で仕事を効率的にこなせるようになると毎

日都心の会社へ行かなくても、郊外に事務所を借りて複数の人が仕事をしたり、さらに通勤

時問が短い自宅のパソコンからネットワーク経由で仕事をすることが可能になる。

　車社会の米国では、省エネルギのためにネットワーク経由で仕事をする人が5000万人いる

と報道されている。会社に全く行かないわけではなく、必要に応じてでも定期的にでも出社

して相談したり、報告したりするわけである。

　このようにネットワーク経由で通勤時間を減らしたり、効率化することによって労働時問

を減らす方向へ社会は進むのである。

4．2生活の中にネットワークがもたらすサービス

4．2．1薪聞

　われわれが月額0500円で購読している新聞は年々ぺ一ジ数が増加し、毎日読み切れない量

の情報と広告が届けられる。読み切れない分は紙とエネルギの浪費である。朝日新聞1社でも

一日に400tの紙を消費するので、日本全国では一日数千tの紙がすぐ捨てられる新聞のために

使われている。これは地球上のどこかの木を原料としているわけであり、一日も早く新聞を

スリムにして、最小限の紙面にする方法はないだろうか、などと考えるのは筆者だけであろ

うか。

　米国をはじめとする先進国では、ネットワーク経由で読む新聞を5ドル前後で提供する会社

がある。これが新聞をスリム化する方向へ導いている。ネット上の広告は［7］、広告されて

いるぺ一ジをクリックした回数に応じて広告料を支払えばいいので、広告料は安くしかも合

理的である。合理的の理由は、新聞のように新聞購読者全員に広告するのではなく、ネット

上では、ぺ一ジの情報に興味をもつ人に絞って広告を掲載できるからである。
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　読者も安い上に検索機能を利用できるネット上の新聞を選択しはじめている。既存の新聞

社以外の企業も、読者の立場に立ち如何にニュースを読み易くするか知恵比べをはじめてい

る。このような現在の新聞がおかれた状況をインテル社のグローブ社長は、1999年4月、全米

新聞協会で次のように語っている。自動車を前にした馬車に似ている、と。

　日本の新聞の電子化も先進国やシンガポール、香港などより遅れている。

4．2．2銀行

　われわれは、仕事と生活の両面で銀行とかかわっている。仕事の面では、あらゆる企業、

学校などの組織が多数の組織や人を相手に金銭を受け取ったり、支払ったりしているが、多

くの場合、金銭の授受は銀行を間に入れている。すなわち、金銭を受け取るときは、銀行口

座に振り込んでもらい、支払いは口座から引き落としてもらう。このように金銭の授受は、

伝票でやりとりして、現金を扱わないことで、金銭の紛失や不足などのトラブルを防止して

いる。取引先が使っている銀行と自社の取引銀行が異なる場合、日銀のネットワークで決済

している。外国の取引先との決済も銀行を間において決済している。

　生活面でも、給与の受け取り、各種料金の支払いなど銀行と深くかかわっている。いくつ

かの公共料金は自動引き落としになり、銀行へ行く回数は減少しているが、まだまだ銀行へ

出向く回数は多い。

　組織と銀行の取引きは、銀行が使用している情報システムの端末を1台、組織の経理部門に

設置することで、電子的な取引きを早くから実現していた。これで組織の経理担当の人が銀

行へ行く回数がかなり減少した。しかし、組織の取引き銀行はメインバンクだけでなく、何

かの理由で複数の銀行と取引きがあるのが普通である。銀行が使用している情報システムの

oSやネットワークプロトコルは、銀行毎に異なっているので、組織は取引き銀行の数と同数

の種類の端末を設置し、使いわけねばならない。

　ネットワーク社会というのは、どの銀行も同じ0S、同じネットワークプロトコルを使った

情報システムで組織や個人と取引き可能になる。大切な口座番号やパスワードは、暗号化し

て犯罪から守る。そして、電子マネーが利用可能になる。これによって、組織では、どの端

末やパソコンを使っても、どの銀行、どの組織とも取引きができる。金銭の授受を必ず銀行

を介さなくてもよくなる。個人が通販で購入した代金を自宅のパソコンで支払える。などな

どいまのような銀行とのかかわりは、便利になったり、銀行による決済を省略できたりする。
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4．2．3役所

　役所は、国民生活に欠かせない大切な役割を果たしている。住民票、戸籍謄本、印鑑証明

などいずれも大切な書類を管理し、発行している。大切な書類をいいかげんに渡すことはで

きないので、役所まで出向きそれなりの手続きをして待ち、受取っているが、果たしてこれ

以外に方法はないのか。

　1995年、東京都台東区や香川県香川町が住民カードというIDカードを配布し、役所の窓口

の自動書類作成機まで住人がくれば、人手を介さずに書類を自動発行するシステムを稼動さ

せた。

　ネットワーク社会では、役所が住民にICカードを配布しておけば、役所まで行かなくても

自宅または職場のパソコンで書類がもらえる。

　一方、中央官庁のネットワーク化について1999年8月の日本経済新聞春秋欄に次のような内

容が報じられている。この時期霞ヶ関で約1300本の法律が作成または改正作業が行われてい

る。1本の法律でも省庁の利害が絡むと調整のための会議が頻繁に開かれ、紙爆弾が飛び交う

のが通例であるが、今年は、霞ヶ関WAN（Wide　Area　Network）のお陰げで静かに仕事が進行

している。法案をネットワークに流し、異論、反論があれば、意見を言えという方式。通産

省のある幹部も会議なし、文書なしで予想以上に能率が上がっているといっている。

　作業期間が短く、法律の数牟膨大なだけに、会議をしている暇がない。ネット利用は窮余

の策だらたが、我が省は聞いていないという官僚特有の反論は封じられた。見ていない省庁

が悪いということになる。さらに、法案の作成過程がオープンになったという。

　また、国民の声をインターネット経由で聞くというシステムも開始しており、霞ヶ関の情

報革命が緒についた、という。

4．2．4買物

　高級衣料や高級皮革製品を高級店で買い物するのは楽しい。また、生鮮食品は貯蔵しにく

いので、直接目で確赤めながら店頭で買う必要がある。

　一方、書籍、CD、下着、パソコンとネットワークを含む周辺装置や部品などは、店まで行

かなくても欲しい品物がまちがいなく手に入るので、通信販売が世界的に増加している。

　通信販売は便利な所、いいかえれば土地代の高いところに店を持つ必要がないため、低価

格で販売できる』さらに、店頭に置く在庫品も不要で、品物は、webぺ一ジで公開しネット
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ワーク経由で受注することにより、流通経費をさげている。米国で書籍のアマゾンドットコ

ムが、ネットで受注をはじめたところ世界中から注文がきている。まだ利益をだしてはいな

いのにネットの通信販売の将来性を買う投資家が公開した株式を買ったので株価は高騰し、

そこで得た資金でCD、ビデオ、ギフト用品のネット販売やドラッグストアドットコム、ネッ

ト競売、ライブドットドットコム、電子カード事業に進出して、消費者に受け入れられてい

る。米国らしい成功物語で、それを成功させるネットワーク基盤、その上でビジネスを始め

る企業家精神、これは将来主流になると先見性を持つ投資家などなど日本にはない要因が合

体してアマゾンドットコムの成功があるのである。企業家精神だけ鼓舞してもどうしようも

ないことに気づくのはいつのことか。

　web上での買物総計は、99年版通信白書によれば、日本1665億円、米国約1兆1000億｛であ

る。web上での買物で考えなければならないことは支払い方法である。日本では、銀行へ振

り込みにいくのが普通であるが、金融機関やカード会社のセキュリテイを含めた決済手法の

実施が遅れている。

4．2．5旅行の予約

　小さな旅であれ大きな旅行であれ旅行は楽しいし、様々な経験とその後の人生に活力を与

えてくれる。その意味で老若男女を問わず旅行することはいいことである。

　現在旅行をしようとするとき、情報は碓行雑誌か案内書から得る。実際に行って見ると案

内書では言い尽くせない新しい発見がありそれはそれで楽しい。しかし、宿泊するホテルや

旅館となると案内書に掲載されているところしか選択肢がない。実際に行って見ると、案内

書には記載されていない多くの宿泊施設があることに気づく。

　ネットワーク社会では、ネットに自分が経営するホテル、旅館の存在をアピールするのに

コストがかからない。普通の人が、ネットに接続するのと同じ料金でホテルや旅館の情報を

発信できる。これによって旅行者に宿泊先の広い選択肢を提供することができる。日本のホ

テルや旅館は土日休日以外はお客が少ないという状況をなくするためにも、高級なところか

ら低い料金のところまで幅広い選択肢を提供できるネットワーク社会への参加が必要である。

ネットワーク経由で宿泊を予約すると便利で確実な上に帳場の人件費を節約できる。

　現在、日本から海外旅行というとほとんどの人が飛行機やホテルの予約を旅行代理店まか

せにしているが、旅行は計画段階にも楽しみがあるので、ネットワーク経由で会話せずに予
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約できるので旅行の楽しみも増加すると思われる。

　日本では、年末年始、5月の初め、おぼんに1週間弱の国民的休暇があり、旅行でなく帰省

に使う人が多いため、航空、鉄道、道路は大混雑する。多くの人に会える楽しみがあるので

帰省するのであろうが、払う代償が大きいのではないか。長期に休暇をとり、ゆっくり帰省

や旅行ができる先進国型の生活パターンに移行する努力を国民全体ですべきときにきている。

ネットワーク社会への移行はわれわれ日本人にいろいろなことを考えさせる。

4．3ネットワーク経由の娯楽

4．3．1映画

　人々の映画を観たいという願望は強い。それに応えるためにCATV網が構築されたといっ

ても過言ではない。スポーツには、シーズンがあるし、コンサートは休日や休日の前が多い

が映画は、いつでも上映できる。

　1994年頃にVOD（Video　On　Demand）といういつでも個人のリクエストで映画をみること

ができるシステムが開発され始めたが、肝心のネットワーク基盤が動画を配信するには不十

分だったので失敗に終わった。

　’一般に、・映画、スポーツ、コンサート、演劇など娯楽を配信するためには動画をやりとり

するため、家庭に最低1．5Mbpsの通信基盤、できれば6Mbpsの通信基盤が必要である。仕事や

生活のために必要なネットワークの速度は1Mbps以下で十分であるのと対照的である。1996

年、ネットワーク社会で主導権を握るのはコンテンッであるとの認識がたかまり、ABC，

CBS，NBCなど娯楽のコンテンツを持つ企業が先見性がある大企業に買収された。現在はそ

の前に、娯楽に使用するネットワーク基盤を提供するビジネスに将来成長が見込めるという

判断のもとに、5章で述べる通信市場の世界的な競争が始まっているのである。

4．3．2スポーツ

　日本の国民的スポーツは野球とサッカーであろう。野球のチームは12、サッカーは16あり、

試合がある日は野球なら6試合、サッカーは8試合おこなわれている。一しかし、野球の試合の

テレビ中継放送は巨人を中心にした試合しか中継されない。サッカーはスポンサーがついた

1－2試合だけが中継される。CATVが行きわたった米国では、国民的スポーツは全組み合わせ

とまでは行かないが、多くの種類のスポーツのかなりの組み合わせの試合が中継され、低料
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金で観ることができる。米国のCATVの料金は、現在1チャネル100円程度であり、BS2チャネ

ルで945円というのは高いのである。3．1．3で述べたように米国の家庭と．インターネットを接続

するネットワークはAT＆Tとマイクロソフトの動きから観てCATVが有力である。スポーツの

生中継はいずれインターネットで発信され、受信することができる。

4．3．3＝1ンサート

　音楽の世界もその幅は広い。クラシック、オペラ、ポップス、ラテン、ムード音楽、ロッ

クンロール、歌謡曲、民謡などいろいろなコンサートが大都市を中心に行われる。音楽は生

の演奏が迫力があっていいが、自分の好きな音楽なら家でも聞きたい。今はCDを買うことに．

よって満足することができるが、生中継でコンサートが聞ければその方がいいという人も多

いであろう。現在米国でCATV放送される程度のコンサートは、ネットでも配信されると予

想される。

　1994年にはローリングストーンズのコンサートがネットで配信されたり、日本のアーテイ

ストでは坂本竜一が試みたし、1996年には、無名のアマチュアロックバンドスウイングフェ

イスがwebでコンサートは配信したところ世界中で人気が高まった。既存のメデイアでは、

育たないグループが育つ可能性があるのである。

4．3．4ラ寅盧O

　演劇はさらに出し物の種類が多くさらに同じ出し物でも台詞が使う言語がいろいろあり、

ネット配信する必要性は、映画、一スポーツ、コンサートより後になると思われる。シェーク

スピアなどの出し物は日本の歌舞伎のような劇場の雰囲気も楽しむので、その面からもweb

配信は後回しになると予想される。

5．インターネットの基盤を提供しようとしている通信業界

5．1世界の通信業界の動き

　通信基盤はもともと音声電話のために敷設され、それが世界中に相互接続された。20世紀

に入り一次、二次の世界大戦をはじめとする世界大戦の時には、通后基盤は国家安全保障の

一翼として重要視され、国家が管理していた。
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　第二次世界大戦が終了してから電話は、仕事はもちろん人々の生活の中にまで入り込んだ。

1960年代から文字をはじめとする情報の交換の需要が増え、パケット交換網などデータ通信

網も敷設された。データ通信の時代をへて、1993年頃からインターネットの時代に突入した。

　4章で述べたように、人々の仕事、生活、娯楽を快適なものにするネットワーク社会の通信

基盤の管理が国家安全保障のために使われていた時代の国ごとの規制が残っていたのでは、

世界的にネットワーク接続して使うネットワーク社会への移行を阻害する。これを正すため

に、1994年5月、WT0（Wor1d　Trade　Organizati㎝）は、参加69ヶ国、地域問で基本電気通信交

渉を開始した。

　1997年2月、参加している69ヶ国∴地域が、加盟国の通信会社の外資規制が撤廃されること

に合意し、批准した。そして、1998年1月1日から実施されている。

　1996年の世界の情報通信市場は約6000億ドルで、2000年には1兆2000億ドルになると予想さ

れる。この急成長するネットワーク社会の社会基盤となる通信基盤のトップ企業めざして世

界の巨大通信企業の合従連衡が始まっている。

　曲折はあったが、現在、1998年7月に合意したチャンピオン連合ともいうべきAT＆T（世界

第二位、米国）とBT（世界第五位、英国）の提携がある。この提携にユニソース（スイス、

オランダ、スエーデン連合）、シンガポールテレコム、テルストラ（豪）などが参加を表明し

ている。

　グロニバルワンと呼称される世界第二のグループには、ドイツテレコム（世界第三位）、フ

ランステレコム（世界第四位）、スプリント（米国第三位）などが参加している。

　1999年10月5日、米国第二位の長距離電話会社MCIワールドコムがスプリントを買収し、新

社名をワールドコムとした。ワールドコムが、世界連合のどのグループに参加するかは、未

定である。

　インターネットの基盤となりうる通信会社は、地域、長距離、国際、衛星、移動体通信な

ど5つの機能を持つことが必要であり、技術が多岐にわたり巨額の設備投資が必要である。し

たがって、インターネットの基盤になる、すなわち、ネットワーク社会の基盤になる通信会

杜は世界で2－3社あれば良いといわれ、各通信会社は生き残りをかけてチャンピオン連合やグ

ローバルワンに参加しはじめている。

　NTTをはじめとする日本の通信会社は、地域、長距離、国際、衛星、移動体通信と業務区

分が明文化されずに規制されており、自分からは国際拝信市場に参入できないし、連合もで
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きない。外国企業から日本の通信市場を見ると、日本の通信市場に参入するよりWTOに加入

していない中国の方がましと判断している程日本の通信市場は規制され、閉鎖的である。

　WT0の合意以降、英国のC＆WがIDC（国際ディジタル通信）を買収して日本市場に参入す

る、BTとワールドコムが日本市場に参入を表明していることは喜ばしい。

　この後、5．2で米国を中心に世界の通信市場の動き、5．3で日本国内の通信市場の動きを報告

する。

5．2米国の通信業界

5．2．1AT＆丁独占時代からFCCの分割命令まで

　1877年、グラハムベルがベルテレフォンカンパニイを設立しAT＆Tと名前を変えて約100年

間、AT＆Tは米国の通信市場を独占した。独占すると、サービスが悪い、料金は高いまま、

通信業に新規参入を妨害するなど良くない行動をとるので、独占禁止法で律せられてきたが、

AT＆Tは何度も独占禁止法違反で裁判沙汰になっている。その中で、1974年から始まった裁

判の結果、1984年にAT＆Tは長距離電話会社、ベル研究所、ルーセントテクノロジ、7つの地

域電話会社に分割された。それは、ナイネックス、ベルアトランテック、ベルサウス、アメ

リテック、USウエスト、パシフイックテレシス、サウスウエスタンベルである。

5．2．2分割後の地域電話業界と長距離通信業界

　1984年の分割以降地域電話会社はそれぞれの地域で独占状態となり、やはりサービス、料

金ともに進歩がなかった。カリフォルニアにGTEという独立系の地域電話会社がある。

　一方、長距離通信業界はAT＆T（シェア53％）、MCI（シェア20％）、スプリント（シェア

15％）、ワールドコム（シェア8％）、フロンテイアコム、クエスト（シェア0．7％）、他10社、

その他に小さな長距離通信会社が800社が1997年時点で競争している。しかし、長距離通信会

社の売上げの半分近くは接続料として地域電話会社にとられてしまうことから、米国長距離

通信業界には次のような動きが見られる。

（1）顧客に地域電話回線のかわりに無線電話を使ってもらい、長距離部分は自分の回線を使う。

（2）（1）の延長の策で、AT＆Tは1994年、携帯電話最大手のマッコウセルラを買収した。MCIは

　1994年、移動無線会社ネクステルを買収した。スプリントは1994年、PCS（PHS）のワイ

　ヤレスコーポレーションを設立した。
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（3）地域電話会社へCAP（CompetitiveAccess　Provider）を作って参入した。大都市の大口利用者向

　けに交換局を作り、既存の地域電話会社より10－20％安く電話やコンピュータの回線を提供

　する。

（4）CATV会社がCATV用のケーブルの1－2チャネルの帯域を使って、電話やコンピュータ通信

　を可能にする。

5．2．3AT＆丁分割後の米国通信市場の状態を打開すための

　　FCC（Federa1Communication　Commitee）の動き

　5．1で述べたような通信業界の動きを見て、ネットワーク社会の通信基盤はどうあるべきか

議論した結果、FCCは1996年2月、電気通信法を改正した。62年ぶりのことである。FCCは米

連邦通信委員会という日本の郵政省に該当する行政を司る。改主の内容は、これまで存在し

た通信業の地域、長距離、CATV、携帯電話、衛星放送の垣根をなくし自由に参入してよい

という点である。・国際通信は前から自由である。

　号の結果、携帯電話が地域電話を蚕食して利用者を増やす。デイジタル衛星テレビが

CATVを食って利用者を増やすなどの変化見られる。

　AT＆Tは1997年1月、ルーセントテクノロジとコンピュータ部門を売却し、通信業に専念す

ることになった。専含するといえる具体的行動は、マッコウセルラ買収（1994）、ISP業界に

参入（i996）、BTと提携（1998）、IBMのデータ通信サービス部門グローバルネットワークを

買収（1998）、デイレクTVに出資、CATVメデイアワン買収（1999）、マイクロソフトと

CATVを利用した情報家電の基本ソフトとしてWindo㌧sCEを使うことで合意（1999）などそ

の動きはすざまじい。

　AT＆Tは世界第二位の大きな通信会社であるが、将来に向けて不要と思う事業は売却し、

必要な事業を買収で補強するといったダイナミックな経営をしている。

　1999年10月、MCIワールドコムは米国三位の長距離電話会社スプリントを買収した。これ

で5兆円の大きな通信会社が編成された。

5．3目本の通信業界

5．3．1目本の通信基盤のはじまり

　日本の通信基盤は米国のAT＆Tの場合と異なり、最初は逓信省という行政機関が国益のた
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めすなわち軍事目的で整備していた。国民の二一ズは後まわしという考えのまま、1945年の

敗戦を迎えたのである。

　敗戦後は、郵政省が通信基盤を経営していたが、時代の流れで1952年日本電信電話公社、

国際電信電話会社という半官半民の会社に変身した。しかし、独占企業なので、電話加入を

申し込んでもなかなか加入できない、料金が諸外国に比べて高い、サービスが悪いなど独占

の弊害が顕在していた。

5．3．2Nπ、KDDの始まり

　1985年、電々公社と国際電々の非効率経営を見かねた土光敏夫氏が、臨時行政調査会で議一

論した結果をふまえて電々公社の分割を勧告した。これに対し郵政省、電々公社、全電通労

働組合はこぞって反対した。

　郵政省は、第二電々、日本テレコム、テレウエイという電気通信事業法で定める第一種事

業者を新たに作り、電々公社と競争原理を働かせる案を強行した。巨大な電々公社をそのま

まにして新しく会社を作っても競争原理など働くはずもないのに、天下り先を作ることを優

先して実行した。電々公社はNTTと名前を変え存続した。

　電々公社は分割すると独占のうまみはなくなり、身を粉にして働かなければならなくなる

ので、現在も分割に反対している。全電通は合理化反対という理由で電々公社の分割に反対

した。効率化を全国民で追求している時代に全電通の人々の反対の理由は、民間人には理解

できない。この無理な主張が現在に尾を引き、1999年7月にやっと持株会社の下にNTTの分割

を実現したが、もはや世界の通信業界の再編に遅れ、市内通信と長距離通信会社に分割した

ことは、5つの機能を取入れている世界の通信会社の動きに逆行している。

5．3．3電気通信事業法

　日本の通信基盤は電気通信事業法で規制されている。その骨子は、通信業界を3つに分け互

いの領域を侵さないよう規制している。
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表1電気通信事業法が規定する通信事業者

区　　分

第一種事業者

特別第二種事業者

一般第二種事業者

内　　容

回線をもつ会社

第一種事業者から回線を利用者
にサービス

自社で使うために第一種事業者
から借りた回線の余った部分を
再販

会　　社

NTT，DDI、テレコム、
テレウエイCATV各社

富士通、日立、NEC他

銀行、商社など

　郵政省はさらに、電気通信事業法に記載のない地域、長距離、国際、衛星、移動体という

業界区分を作り、その中でのみの競争しか許さないという規制をしている。国民から見れば

郵政省の役人の天下り先を作るための規制としか思えない。このように通信業界を区分する

規制は、世界中のどことでも情報をやりとりする時代には、全くそぐわない。幸い5．1で述べ

たように、1998年1月から通信会社の外資規制がなくなり、地域、長距離、国際、衛星、移動

体という業界区分がないチャンピオン連合やグローバルワンが日本市場に参入しており、郵

政省の規制はなくなった。

　電気通信事業法にも定められていない郵政省の恋意的行政で、1997年まで規制されていた

区分と会社を以下に示す。

表2　亀気通信事業法にも定められていない通信事業区分

区　分

地　域

長距離

国　際

衛　星

移動体

会　　社

NTT，TTNet

NT＋、DDI、日本テレコム

KDD、日本国際通信（ITJ）

日本通信衛星、宇宙通信

ドコモ

テレウェイ

国際デイジタル通信（IDC）

5．3．4WTO通信自由化合意後の目本の通信基盤

　1998年1月1日からWT0加盟69ヶ国、地域の通信が自由化されたので、地域、長距離、国際、

衛星、移動体通信すべての機能をもつ通信会社が日本に参入してきた。日本の明文化されて
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いない規制がなくなり、NTTも持株会社になった。NTTは、加藤寛委員長、椎名武雄委員長

の勧告にもしたがわず分割を拒否し続けた。結局、持株会社の下で分割したが、ネットワー

ク社会にはそぐわない地域、長距離、移動体に分かれただけなので本当の競争の場に参加し

たわけではない。NTTに国際競争力がないことはその料金を見れば明白である。

　世界の通信基盤とは異なった場で日本の通信基盤のグループ化が以下のように行われてい

る。

表3　目本の通信業界のグループ

グループ

第

第

第

第

第

四

五

会　　社

NTTコミュニケーションズ、東日本NTT、西日本NTT，NTTドコモ

日本テレコム、日本国際通信’、デイジタルフォングループ

KDD一テレウエイ、TTNet

DDI、セルラグループ、DDIポケット、カナダグローブ

IIJ、ソニー、トヨタ

　世界で2－3グループあればよい業界に日本国内だけで5つのグループができてしまうのは、

官主導の通信行政が天下り先を作り過ぎた結果なのである。

6．おわりに

　4．1で述べたように、効率よく仕事をするためにネットワークは必須の基盤と李り、5．1で述

べたように、ネットワークは国家安全保障のためだけのものでなくなりつつあった。米国で

AT＆Tに分割命令を出し、政府、民問企業、国民が通信ネットワークを使い易くなるよう競

争原理を取り入れたのは、1984年のことである。

　これを知った土光敏夫氏が臨時行政調査会で議論した上で電々公社の分割民営化を勧告し

たが、郵政省、電々公社、全電通は反対した。郵政省は、表2のようなNCC（New　Comm㎝

Carrier）と総称される小さな会社を作り、長距離通信、国際通信という2つの市場にわけて競

争原理を働かせる、と国民を歎いた。

　その後郵政省は、NTTの分割は必要であることに気が付き1999年7月に持株会社の下での分
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割をやっと実現した。しかし、NTTグループ以外の通信会社やAT＆T，BT、ワールドコム、

C＆Wなどの日本市場に参入した外国の通信会社とNTTの接続料金を不当に高く設定し、日本

のユーザを困らせている。さらに日米の政治問題に発展させている。

　どうしてこのような事態になったかをすでに述べたので繰り返さないが、結局国民一人ひ

とりが国の将来を考える必要がある。そしてその考えを実行するのは、選挙のときに政財官

の癒着を断ち切ることのできる人に投票することが大切である。
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